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16．道路橋の震災時交通機能リスク評価法

Risk Analysis on Traffic Service of a Bridge under Earthquake Disaster
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1. はじめに

社会資本ストックの水準が適正かどうかという議

論は別にして，公共事業そのものが厳しい批判にさ

らされている背景には，社会資本の限界生産性の低

下がその整備の役割に対して懐疑的な見解を導いて

しまうという構図が存在するからであろう。東京都

区部のようにストック水準が比較的高い地域におい

ては，新規建設投資は B/C を長期的視点から慎重に

吟味し，より正確かつフェアな立場から評価され実

施されねばなるまい。さらに，財政制約上の理由か

ら新規建設事業が現水準のまま一貫して推移してい

くとは到底考えられない。つまり既存社会資本スト

ックの効率的な活用と維持管理方策も併せて探らざ

るを得ないのが実情である。

ところで阪神大震災以降，大規模な地震災害時に

おける社会資本の信頼性向上に対する要求は非常に

高まっているのも事実である。道路交通に限れば，

その機能低下を抑制する方策は地域防災計画上の重

要課題であることは論を待たない。道路交通機能の

信頼性を左右するファクタのひとつに道路橋が挙げ

られるが，その耐震性評価法を安全志向的見地から

みれば，震災時においても交通機能低下を招かない

水準に維持するための評価法となる。建設局では緊

急交通路に懸かりかつ耐震性能が低い道路橋を優先

的に耐震補強工事を実施してきている
1)
。しかし交通

機能の信頼性維持に基づく優先順位にしたがって対

策が実施されてきているかどうかは明らかでない。

ここで議論となるのは既存社会資本ストックが災

害時の信頼性を満足できる水準に維持できるのかど

うかを検証し，仮に満足できない場合にはその担保

方策を明確に規定し，投資効果の評価に基づいて実

施されているかどうかにある。

社会資本は便益や収益を生む資産である。交通施

設などのネットワーク型社会資本の資産価値評価は，

ストック価値と同時にスピルオーバー効果（外部効

果）や地震被害などの損失リスクも考慮しなければ

正確に評価できないのは言うまでもない。塚井ら
2)

は直接的スピルオーバー効果と間接的スピルオーバ

ー効果を同時に計測し得る生産関数モデルを提案し

他地域の生産性向上に寄与しうることを示している

が，交通施設のフロー価値の重要性を示すものとし

て貴重な知見である。また伊藤と和田
3)
は道路橋のラ

イフサイクルコストを地震による損失の影響を考慮

して分析しネットワークフローを考慮することの重

要性を示している。一方，中村と望月
4)
は道路橋の資

産価値計測に地震の損失リスクと耐震補強費用や保

険費用を組み込んだ収益還元法を提案している。

この報告は，道路橋の耐震投資効果は地震リスク

による損失価値を資産価値の枠組みのなかで捉え，

物理的損失と同時にフロー価値である交通機能の損

失を計上しなければならないという視点に立脚し，

道路橋への耐震投資効果を正確に計測するために必

要となる道路橋の直接計測可能なフロー価値の地震

リスク評価法について検討した。

2. 道路橋被害とリスクシェアリング

(1) リスクシフティング契約

地震被害によりある道路橋が通行不可の状態にな
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った場合を考えよう。一般的に道路利用者は迂回な

どによる旅行時間の長期化と当初期待した目的地到

着時刻に対しての遅延というリスクに直面するであ

ろう。仮に利用者がリスク回避型の効用関数を持つ

とすると，このリスクを何らかの形で軽減あるいは

相殺しようと考えるのが妥当である。このリスクを

軽減あるいは移行するための制度をデザインしたも

の（制度設計）がリスクシェアリングである。それ

ぞれ異なるリスクに曝されている主体同士が自らの

リスクを提供しあいプールして負担すること（平均

化）によってリスクを軽減しようとする方策がリス

クプーリング契約である。一方，リスク回避度の低

い主体，あるいはリスクに曝されていない主体にリ

スクを肩代りしてもらう方策がリスクシフティング

契約である。この報告では後者を考える。

(2) 長期リスクシフティング契約と非対称情報

道路利用者をリスクに曝されている被契約者，行

政主体をリスク中立的な契約者とする。ここで行政

主体が道路利用者の橋梁被害による旅行時間変動リ

スクによる負効用をなんらかの形で肩代りする契約

を考えよう。つまり被契約者の損失を契約者が担保

する保険契約と同様の契約形式を考える。注意しな

ければならないのは，通常の保険契約と同様に，被

契約者個人の生産機会（トリップ）から生じる収益

（例えば旅行時間）に関する情報はプライベートな

ものであり，契約者はそれを正確に把握できないこ

とである。したがって旅行時間変動リスクの情報は

非対称情報となる。

さて，リスクに曝されている被契約者は自らの生

産機会から得られる収益に関して2つの成果 1y と 2y
を期待し  210 yy  ，それぞれの発生に関して主

観的確率  21012121 ,i,,, i   をもつ

とする。さらに被契約者個人は危険回避的であり，

von-Neumann-Morgenstern 型の強意単調増加な効用関

数       00:  U,U,RRyU をもつと仮

定する（狭義単調増加でかつ狭義凹な関数）。契約

形態は契約者と被契約者が結ぶ2期間契約とし，時間

に関する割引率を無視する。また被契約者の生産機

会は時間に対して独立であるとする。非対称情報下

における長期リスクシフティング契約は次に示す式

(1)～(4)の数理最適化問題で表される。ここに iji x,x

はそれぞれ，第1期目に状態が i と申告したときに配

分される被契約者の利益，第 1 期目に状態が i ，第 2

期目に状態が j と申告したときに配分される被契約

者の利益である。式(2)と(3)は被契約者の誘因条件（イ

ンセンティブ・コンパティビリティ条件）（以下，IC

条件と略記），式(4)は契約者の参加条件である。被

契約者のみが完全情報をもつ非対称情報契約の場合，

被契約者の虚偽報告（道路利用者と行政主体間の契

約関係では，行政が利用者の真の損失を観測できな

い場合に相当）を考慮しなければならないが，これ

を考慮したものが IC 条件であり，そのうえで契約者

の損失を 0.0 以上とする制約が参加条件である。なお

被契約者の期待収益は Ii ii y である。
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さて，この最適化問題の制約条件(4)は，被契約者

からの虚偽報告を見込んだ場合，ある変数を導入し，

そのうえで最大化条件を考慮して変数変換すると次

の最適性条件となる
5)
。
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式(5)は被契約者の虚偽報告をあらかじめ想定し

たときの契約者の参加条件であり，実質的に(4)と

同じ制約条件となる。したがって虚偽報告をあら

かじめ考慮したうえでも最適解は被契約者の経験

した真の状態を申告するものに限定できる
6)
。

(3) 数値演算例

ここでは式(1)～(4)で示した長期リスクシフティン

グ契約に関する最適化問題のきわめて簡単な数値計

算例を示す。事例として震災によってある 1 つの道
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路橋が通行不可となる場合を想定しよう。状態間の

推移による被契約者のトリップの旅行時間変動によ

る収益変化を想定する。表－1 に被契約者の地震前後

の状態に関する主観的生起確率と期待利得額を示す。

表－1 設定数値例

状 態 i iy ii y

震後  1i 0.001 1.000 0.001

震前  2i 0.999 99.000 98.901

 1.000 100.000 98.902

表－1 に示すケースの場合，震前（ラッキーな状態）

のトリップによる期待収益額が主観確率 0.999 で

99.0，震後（ハードラックな状態）のそれが0.001 で

1.0 であるとする。震前震後の 2 期間にわたる期待収

益額は 98.902 である。被契約者の強意単調増加で凹

な効用関数を      0  ,XexpXU とする。

01. として式(1)～(4)の最適化問題を解くと（付

録参照），表－2 に示すように求められる。なお，目

的関数値は0.0 である。

表－2 数値例の演算結果

状 態 ix ijx   iji xx

11  j,i 98.9020 98.9020 197.8040

21  j,i 98.9020 112.7155 211.6175

12  j,i 98.9020 85.0885 183.9905

22  j,i 98.9020 98.9020 197.8040

解析結果より明らかなように，状態に変化がない

場合には，契約者はそれぞれの期末に被契約者の期

待収益と同等の金額を配分することが最適となる。

一方，状態がハードラックからラッキーな状態に

改善する場合には，第 1 期目には被契約者の期待収

益と同等の金額を，第 2 期目には被契約者の期待効

用よりも有利な金額を配分し，逆に状態がラッキー

からアンラッキーな状態へと悪化する場合は，第 1

期目には被契約者の期待収益と同等の金額を配分し，

第 2 期目には被契約者の期待収益よりも不利な金額

を配分することが最適となる。

また 2 期合計の収益額は，状態に変化がない場合

には被契約者のそれぞれの期における期待収益額の

合計と等しくなるが，状態が改善する場合は被契約

者の期待収益額より増大するいっぽう，逆に状態が

悪化する場合には期待収益額よりも悪化してしまう

ことがわかる。

したがって，地震後にある道路橋が通行不可にな

り道路利用者の旅行時間変動がカタストロフィック

に変化し利用者の期待収益が減少してしまうような

状況では，そのリスクを担保しなければならない必

要性が指摘できる。

ただし，ここで注意しなければならないことは，

式(2)と(3)からも明らかなように，被契約者の各期末

におけるトータルとしての収益は，それぞれ
 kki xyy と  ikkj xyy である。つまり被契約者

の収益は，自らが経験して得た真の利得額と契約者

に提供した金額（例えば保険料），契約者から配分

された契約額（例えば保険金額）の合計額となる。

しかも第 2 期目の配分額は前の期におけるトータル

の収益（留保額）との合計額を最大にする配分額と

なるはずであることから表－2（特に状態が改善する

場合）のような結果になることに留意が必要である。

3. 実道路網流による数値計算例

ここでは前章において基本的な解析を行ったリス

クシフティング契約の枠組みを実道路ネットワーク

交通流に適用し，道路橋への耐震補強投資効果のフ

ロー価値評価の可能性と課題について検討する。

(1) 交通流推定法の要件と需要とフローの特性

震災時の交通需要とネットワークフローは，平常

時のそれと著しく異なる。ネットワーク交通流の推

定対象地域内における需要の起終点となる被災地域

の特定と，需要規模を規定する被災規模を事前に推

定することが困難であることに起因する。また道路

利用者の交通行動規範が通常と全く異なることは言

うまでもない。これらの要件を考慮すると需要の変

動と交通行動を確率的に表現できる推定モデルが必

要となる。さらにネットワークパフォーマンスと需

要の弾性関係が整合的に説明できる統合モデルでな

ければならない。そこで需要変動と道路利用者の経
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路選択規範がランダム効用理論で整合的に説明でき

る需要変動型確率的利用者均衡モデルをネットワー

クフロー推定モデルとして利用する。

(2) 需要変動型確率的利用者均衡モデル

この報告では発生交通量を与件とする。したがっ

て OD 分布の変動と配分交通量を統合した分布・配

分統合型で片側制約の需要変動型確率的利用者均衡

モデルをネットワーク交通量推定モデルとする。

起点（出発地）を r とするトリップメーカーが道路

ネットワーク上の終点（目的地） s と経路 k を選択

する場合の利用者の効用は，OD ペア rsと経路 k に

よる効用を  k,rsU ，OD ペアごとの経路によらない

効用を  rsU ，OD ペアと経路の組合せによる効用を

 rskU とすると，

     
 6Ss,Rr,Kk

,rskUrsUk,rsU

rs 


と表される。ここに  rsU ，  rskU はそれぞれ，

   
   8

7
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Ss,Rr,CrsU

rs
rs
k

rs
k

rsrs









と表される。ここに rsC は OD ペア rsに固有の経路

によらない確定的費用， rs
kc は OD ペア rs，経路 k の

旅行コストである。また rs ， rs
k はそれぞれ独立な

Gumbel 分布に従う認知誤差を表す確率変数である。

ここで道路利用者の行動規範を「どの利用者も，

自らの目的地と経路を変更することによって自分の

目的地選択費用と経路費用を減少させることができ

ないと信じている状態」と仮定する。この規範に従

って目的地選択を上位，経路選択を下位とする段階

的な交通選択行動は Nested Logit モデルで表すこと

ができ，  rskP を経路選択確率，  rsP を目的地選

択確率とすると，
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と表される。ここに 1 ， 2 はそれぞれ経路選択と目

的地選択に関する分散パラメータである。また rsS は

OD 間の経路選択に関する期待最小費用を表すログ

サム変数であり，

   11
1

1
1
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である。式(9)と(10)の選択確率式を用いると経路交通

量 rs
kf と OD 交通量 rsq ，発生交通量（与件） rO の関

係は次のように表される。

   
   13
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式(9)～(13)とフロー保存条件を満足するネットワ

ークフローは次の数理最適化問題と等価である。
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(3) 解法

式(14)～(18)の最適化問題を部分線形化法（以下

PLA と略記）によって解く。式(14)の第二項のエント

ロピー項を発ノード別のリンク交通量変数に置き換

え，Dial 法を適用することによって経路列挙を避け

るとともに，Frank-Wolfe 法によって一次元探索を実

施して非線形最適化問題を解く。

(4) 対象道路ネットワークとその構成

この報告は震災前後のネットワークフローの変化

と旅行時間変動，そのもとでのリスクシフティング

契約の基本特性を検討し，耐震補強投資効果に対す

る評価システムを構築，検証することが目的である。
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図－1 解析対象ネットワーク

したがって小規模の道路ネットワークを解析対象と

し，ネットワークの各エレメント（リンク）特性は

極力簡易なモデルで構成する。図－1 は解析対象とし

たネットワークである。ネットワークトポロジーは

Sioux Falls（スーフォールズ）の道路網であるが，リ

ンクの交通容量や自由旅行速度，橋梁の位置，車線

数などは必ずしも現況を再現したものではない。

(5) 演算ケース設定

道路橋の被災ケースは図－1 のネットワークの⑩

⇔⑰（Case-1）と⑰⇔⑲（Case-2）の 2 つのリンクに

それぞれ 1 つの橋梁を配置し，それぞれが単独に通

行不可となる 2 ケースを想定する。なお，平常時を

想定した需要固定型確率的利用者均衡配分の結果よ

り，⑰→⑩リンクは交通量-容量比が最大となるリン

ク，⑰→⑲は旅行コストが最小となるリンクである。

(6) 入力データ設定

図－1 に示すノード（セントロイド）数 24，リン

ク数 76，OD ペア 552 のネットワークを対象にした

均衡流推定モデルへの入力データの諸元を表－3 に

示す。なお，初期設定 OD 交通量と OD 間確定的費

用は乱数を発生させて任意に設定した。目的地選択

に関して変動型であるため，演算過程でネットワー

表－３ 解析用ネットワークデータ諸元

データ項目 諸 元 備考

ＯＤペア数 24×23 = 552 内内なし

初期ＯＤ量 乱数により任意に設定 (Max 1400 veh/hr)

リンク数 76（状態 1）,74（状態 2） 上下計

リンク容量 aC 1800 veh/hr/l 同一

車線数 1，2，4 車線で設定

容量 24 時間換算係数 aγ 17.9325 同一

自由走行速度 48，60，72 km/hr

BPR 関数パラメータ α 0.48 同一

BPR 関数パラメータ β 2.82 同一

目的地選択確率分散パラメータ 2 0.10

経路選択確率分散パラメータ 1 10.0

ＯＤ間確定的費用 rsC 乱数により設定

クのパフォーマンスを反映して OD 分布は変化する。

各リンクの時間交通容量は 1,800 veh/hr/l で同一とし

車線数により方向別容量を算出する。解析単位は 24

時間とし，日換算係数 aγ は 17.9325 とする
7)
。リンク

パフォーマンス関数は BPR 関数とし，パラメータは

各リンク同一とする
8)
。  0at は，自由走行速度を車

線数に応じて 48，60，72 km/hr に設定して算出する。

目的地選択確率と経路選択確率の分散パラメータ

は一般的に θ で分散小である。 1θ は 0.1～1.0

の範囲ではリンク交通量に与える影響は小さい
9)
。し

かし需要変動型の場合は 1θ と 2θ が互いに影響を及

ぼしあうため単純ではない。そこで目的地選択確率

と経路選択確率の分散がともに大きくなるように表

－3 に示した値に設定する。

4. 利用者損失とリスクシフティング契約

(1) 一般化費用

一般に道路整備などの効果として計測される便益

は，道路利用者が負担する時間的，金銭的な全ての

費用（一般化費用）が軽減されることから生じるも

のとされ，交通需要との関係から消費者（利用者）

余剰として定義される。この報告では逆に一般化費

用の増加から生じる利用者損失がそれに相当する。

利用者損失を D ，地震前後の一般化費用をそれぞ
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れ BP と AP ，OD 交通量のそれをそれぞれ BQ と AQ

とすると，

     
 




Rr Ss

BABA QQPP
D 19

2

で表される。

一方，確率的利用者均衡配分法で導くことができ

る一般化費用は最小コストと期待最小コスト，平均

コストがある。この報告で用いる PLA 解法では平均

コストが容易に導ける。起終点間 rsの一般化費用（平

均コスト） rsP は経路を k とすると，
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で表される。PLA による解法は経路交通量を列挙し

ないので式(20)の第二項の起点別・終点別リンク交通

量から求める。

(2) 解析結果

前章で示した演算ケースと入力データより得た利

用者損失を表－4 に示す。表中の“平常時”とは比較

用演算ケースであり，道路橋を設定したリンクの通

行を平常時と同様に可能とし，OD 交通量に変化がな

いとしたときの一般化費用の増分をほぼ 0.0 に近い

1.0E-05%と仮定して演算した利用者損失である。目

的関数の収束までに要した演算回数も併せて示す。

演算 Case-1 と Case-2 の比較から明らかなように，

容量に近い状態でサービスされているリンクの不通

（Case-1）のほうがより損失が大きい。しかし，この

報告では詳細を検討しないが，演算ケースによって

OD ペア間の一般化費用の増減パターンに差異が生

じる。単純に当該リンクの交通量の増減や多少だけ

では消費者余剰や損失を説明できないことを実証し

たものであり，道路橋の位置するリンクの交通量だ

けではネットワーク流全体の損失は計測できない。

表－4 利用者損失演算結果

利用者損失（1/100 sec）演 算

ケース

演算回数

(回) 平常時 道路橋不通時

Case-1 2,689 0.1288 41035.0072

Case-2 3,213 0.1288 28517.3994

(3) 実道路網におけるリスクシフティング契約

前項で得た利用者損失を第 2 章で試行演算したリ

スクシフティング契約に適用する。ここでは平常時

の利用者損失を震前の期待利得，道路橋不通時を震

後のそれとする。ただし損失であるから利用者余剰

の「震前＞震後」の関係が保てない。そこで利用者

損失を D （1/100 秒），余剰を B （円）としたうえ

で，   1000601000248 D.B  （10 万円）と

する変換式を用いて余剰-損失関係を金銭換算する。

それぞれの道路橋が通行不可となった場合の生産

機会に対する主観確率 1π を 0.001（Case①）と 0.300

（Case②）の 2 ケースとする。したがって道路橋の

不通ケース×生産機会の主観確率 2 ケースで計 4 ケ

ースを演算する。演算結果を表－5 に示す。

5. まとめ

表－5 に示すように，いずれのケースでも道路橋が

通行不可の状態へとカタストロフィックに悪化する

場合に利用者へ最適に配分されるべき利益は，状態

が維持される場合に較べて小さくなることがわかる。

表-5 道路橋障害のリスクシフティング契約演算結果（10 万円）

状 態 ix ijx   iji xx

11  j,i 15.2682 15.2682 30.5364

21  j,i 15.2682 29.0817 44.3499

12  j,i 15.2682 1.4547 16.7228Ca
se

-1
-①

22  j,i 15.2682 15.2682 30.5364

11  j,i 25.1246 25.1246 50.2492

21  j,i 25.1246 26.8192 51.9438

12  j,i 25.1246 23.4300 48.5546Ca
se

-1
-②

22  j,i 25.1246 25.1246 50.2492

11  j,i 25.3137 25.3137 50.6274

21  j,i 25.3137 39.1272 64.4409

12  j,i 25.3137 11.5002 36.8139Ca
se

-2
-①

22  j,i 25.3137 25.3137 50.6274

11  j,i 32.1635 32.1635 64.3270

21  j,i 32.1635 33.8581 66.0216

12  j,i 32.1635 30.4689 62.6324Ca
se

-2
-②

22  j,i 32.1635 32.1635 64.3270
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その傾向は利用者損失が大きくなるほど強くなるこ

ともわかる。また，利用者の生産機会に対する主観

確率 i の比が 0.0 に近づくにしたがって利用者へ最

適に配分されるべき利益も小さくなることがわかる。

第 2 章では i を利用者の生産機会に対する主観確

率と定義しているが，仮に i を特定の道路橋（群）

の震災時不通確率と再定義すると，震災時において

当該道路橋が不通となったときの道路利用者全体へ

の必要最適補償額（担保額）が導かれるであろう。

この報告で提案する地震時損失評価法は，ある損

傷によって全道路利用者が被る損失を直接的に計測

し，その損失を担保（負担）するために必要な補償

額として評価するものである。必要最適補償額を配

分できるシステムが確立していない状況では，道路

橋の耐震投資効果や震災時における交通機能低下を

回避する対策の一評価システムとして活用できるで

あろう。また，道路橋の地震時損失として道路橋ア

セットマネジメントに反映が可能であろう。この報

告はその基礎的な評価システムの構築と検証をとお

して応用が十分に可能であることを確認した。

【付録】

(1) 式(1)～(4)の変換

仮定より生産機会は  21,j,i  である。これを考慮

して(2)の制約条件に(3)の条件を組込むと目的関数と

制約条件(2)と(3)および(4)は次のように変換できる。
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ただし 111212 xyyx  ， 111212 xyyx  であ

る。

(2) 解の最適性条件

利用者の効用関数が狭義凹であることから目的関

数(a)は狭義凹関数となり実行可能領域は凹集合とな

る。したがって最適解は大域的最適解となり，解の

一意性が保証されるため二次最適性条件を満足する。

次に式(a)～(d)の一次最適性条件は，非負制約条件

群を   nIJIn dX,Xg  と表し， nh を Lagrangian 乗数

とすると Kuhn-Tucker 条件より次のように表される。
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(a)～(d)の最適化問題を式(e)～(i)の条件のもとに解

き整理すると，
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と解の一次最適性に関する必要条件が導かれる。

ここで制約条件(b)，(c)と相補性条件(h)，(i)から，

   
     mxyyUxU

xyyUxU

01122

2211








が得られる。したがって，

 nxyyx,xyyx   11222211

となる。これを(j)に代入して整理すると，

     ohxUxU ij
  2211 

が得られる。

ここで式(m)の 21 yy  を  1 とおくと，

          
        pxUxU

xUxUxUxU

011
1

22
1

21












が導かれ，結局，

 qxxx  
21

となり 1 期目に配分される被契約者の利益は状態に
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よらず無差別となる。これを式(j)に代入し整理する

と   ji hh12  の関係が導かれ，(k)と(l)は，

       

       sxUxUxU

rxUxUxU

1

2
222211

2

1
122111



















と最終的に導出される。

さて，ここで ijx どうしの関係を考える。題意より，

 txyyx,xyyx   222112111212

を満たさなければならないから，

 uxxxx,xxxx   2211211221221112

である。これより

   

   




































22112112

21221112

21221112

xxxx

xxxx

xxxx

の関係がまず考慮されねばならない。第 1 期目の x
と制約条件(b)，(c)を考慮すると，
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22112112

21221112

が必要条件として残る。一方，式(t)より，
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2221
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であることは明らかである。ここでも同様に 12 yy 

を  2 とおくと，
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となる。   02  であることを考慮すると，
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が最適性条件となる。

したがって式(q)～(s)と(z)を満足する 
ix と 

ijx が求

める最適解となる。

なお，(z)条件を考慮すると(r)，(s)より，
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が導かれる。また exxx  
2211 とおくと，式(d)と(h)，

(i)，(z)の第 1，2 式より，

 cyxx
Jj

jje  


2

となり，合計配分額は期待利得の 2倍と等しくなる。

(3) 求解

(2)で示した解の最適性必要条件より明らかなよ

うに，解は解析的には求めることができない。した

がって通常の最適化手法を活用するか，あるいは

heuristic に求めなければならない。
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